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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　各燃料電池が、第一の表面にカソード触媒（１６）と、この第一の表面とは反対側の
第二の表面にアノード触媒（１４）とを有するプロトン交換膜（１８）を含む、複数の燃
料電池（１２）と、
　　前記カソード触媒に隣接し、酸化剤反応物気体流れ区域を有するカソード流れ区域板
と、
　　前記アノード触媒に隣接し、燃料反応物気体流れ区域を有するアノード流れ区域板と
、
　　前記燃料反応物気体流れ区域に水素含有気体を供給するための供給源（３２）と、
　　大気から前記酸化剤反応物気体流れ区域に空気を送り込むための空気ポンプ（２６）
と、
　を備える燃料電池発電装置であって、
　　前記ポンプが、０．３と０．７の間の断熱効率Ｅを有し、
　　この燃料電池発電装置は、前記酸化剤反応物気体流れ区域の入口における空気圧力を
、
　Ｐ＝｛０．４５＋２．６Ｅ－１．８Ｅ2｝ａｔｍ±０．２ａｔｍ、
　に等しい圧力Ｐに調整する圧力調整手段を備えることを特徴とする、燃料電池発電装置
。
【請求項２】
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　前記ポンプが、０．４０と０．７０の間の断熱効率Ｅを有し、
　前記圧力Ｐが、１．０７気圧から１．８５気圧の範囲にあることを特徴とする請求項１
記載の燃料電池発電装置。
【請求項３】
　前記ポンプは、０．４０と０．５０の間の断熱効率Ｅを有し、
　前記圧力Ｐが、１．１０気圧から１．５０気圧の範囲にあることを特徴とする請求項１
記載の燃料電池発電装置。
【請求項４】
　前記ポンプは、０．５０と０．７０の間の断熱効率Ｅを有し、
　前記圧力Ｐが、１．２０気圧から１．７０気圧の範囲にあることを特徴とする請求項１
記載の燃料電池発電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反応物空気ポンプの断熱効率に調和するように選択された圧力におけるプロ
トン交換膜（ＰＥＭ）型燃料電池発電装置の運転に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＰＥＭ型燃料電池発電装置の一種は、圧縮機を用いて反応物空気をカソード反応
物気体流れ区域に送り込み、一般に２または３気圧の空気入口圧力で運転されていた。こ
れは、より高い運転圧力の結果として、より高い平均電池温度、排気露点温度および冷却
剤温度において運転される燃料電池の能力を利用する。公知の燃料電池発電装置の他の一
種は、ファンまたは送風機を用いて反応物空気を供給し、その結果周囲圧力付近で運転さ
れる。この種の燃料電池発電装置は、より高い圧力、従ってより高い温度の結果である効
率を利用することはできないが、その全システム効率は、圧縮機を用いて２または３気圧
において運転される燃料電池発電装置の全システム効率よりも高く、これは、圧縮機が必
要とする寄生電力に比べて、送風機またはファンが必要とする寄生電力が極めて小さいこ
とによる。
【０００３】
　燃料電池発電装置からの水分除去は、燃料電池発電装置を去るプロセス排気流れの温度
、圧力および体積によって制御されることが知られている。プロセス排気流れの体積は、
燃料電池発電装置の運転に用いられる反応物の利用率および燃料の組成に関連する。プロ
セス排気は、燃料電池発電装置の燃料側または酸化剤側からのあらゆる排気流れを合計し
たものとして定義される。知られているように、燃料流れは、発電装置から排気される前
に燃焼されてもよい。水素を燃料として用いる燃料電池からのプロセス排気は、主として
未反応の空気であるが、これは、発電装置の効率を最大化するために燃料利用率が１００
％へと近付くからである。ガソリンを燃料として用いる燃料電池からのプロセス排気は、
二酸化炭素と窒素とを相当量含み、これらは、燃料改質プロセスの副生成物である。部分
酸化改質器においては、システムの燃料側からの排気体積は、システムの空気側からの排
気体積にほぼ等しい。プロセス排気流れの体積が増加するにあたって水素を燃料として用
いる燃料電池発電装置に対してガソリンを燃料として用いる燃料電池発電装置は、ガソリ
ンを燃料として用いる燃料電池発電装置のために水平衡を維持するのにより低いシステム
排気露点温度を必要とする。
【０００４】
　ＰＥＭ型燃料電池発電装置の熱力学的効率は、燃料および酸化剤の入口圧力が上昇する
に連れて増大することが知られている。より高い圧力下での運転の利点の内の一つは、図
１に示されるようにそれによって水平衡が維持されうる範囲で排気露点が上昇することに
ある。図１においては、最も左の５つのトレース１３は、圧力１気圧と２気圧の間のガソ
リンを燃料として用いる燃料電池発電装置のプロセス排気圧力の関数としての排気露点温
度を示す。最も右の５つのトレース１４は、圧力１気圧と２気圧の間の水素を燃料として



(3) JP 4423183 B2 2010.3.3

10

20

30

40

50

用いる燃料電池発電装置のプロセス排気圧力の増加量に対するシステム排気露点の増加を
示す。水平衡においては、プロセス排気流れ中に取り除かれた水分は、燃料電池プロセス
によってカソードで生成される水分と平衡を保つのにちょうど十分であり、膜の十分な加
湿を保つのに十分な水を残す。適切な露点においてプロセス排気を生成して水平衡を得る
と、全システムの重量、体積および複雑性を付加する凝縮器およびエンタルピー回収装置
などの付加的構成部品の必要性がなくなる。システムが実質的に水平衡排気露点において
運転されると、それでもなお水分は、冷却されて水入口流路に戻されて十分な水分の存在
が確保され、その結果平衡を得るための水分除去が可能となる。より高いプロセス排気温
度の提供により、より高い電池温度および冷却剤温度においての運転、および冷却剤から
熱を取り除くためのより小さなラジエーターの使用が可能となり、プロセス排気よりも低
い温度（またはより高い周囲温度における運転）において水分が水流れ区域に戻ることが
保証され、通例全システムの費用および重量は、削減される。
【０００５】
　全システム効率は、燃料電池発電装置の外部の電気的および機械的な構成部品の効率を
考慮に入れなければならないことが知られている。とりわけ、プロセス空気を燃料電池発
電装置に供給するポンプ（ファン、送風機または圧縮機）を運転するために燃料電池発電
装置によって生成された電力を用いることは、寄生電力の消費の相当な負荷となる。これ
までに比較的低電力のポンプを用いた周囲圧力においてあるいはその付近で運転される燃
料電池発電装置は、より高い熱力学的効率を有するものの必須の空気ポンプがより大きな
寄生電力を必要とするために、より低い全システム効率を有する２または３気圧で運転さ
れる燃料電池発電装置よりも高い全システム効率を有することが知られている。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の目的は、最大システム効率において、またはその付近で運転し、プロセス空気
ポンプの熱力学的効率と同様に断熱効率を考慮に入れ、最大全システム効率を提供するシ
ステム圧力において運転し、全システム効率と調和して可能な限り高い水平衡を得たシス
テム排気露点を得ることが可能なＰＥＭ型燃料電池発電装置を提供すること、および改善
されたＰＥＭ型燃料電池発電装置を提供することを含む。
【０００７】
　本発明は、プロセス空気ポンプの寄生電力の必要性を含む燃料電池発電装置の全効率は
、ポンプにおいて得られるどんな断熱効率のためのシステム圧力の増大に伴っても上昇せ
ず、むしろプロセス空気ポンプの断熱効率に関連し、全システムの効率が最大となるシス
テム臨界圧力が存在するという発見に基づいている。
【０００８】
　本発明に従うと、プロトン交換膜型燃料電池発電装置は、４０％と７０％の間の断熱効
率Ｅを有するプロセス空気ポンプを用い、実質的にシステム圧力Ｐが、プロセス空気ポン
プの断熱効率の関数として全システム効率が最大となる圧力となるように選択される。本
発明にさらに従うと、システム圧力は、
　Ｐ＝｛０．４５＋２．６Ｅ－１．８Ｅ2｝ａｔｍ±０．２ａｔｍ、
に実質的に等しい。ここで用いられるように、「ポンプ」という用語は、あらゆる種類の
ファン、送風機および圧縮機をも含む。システム圧力をプロセス空気ポンプの断熱効率の
関数として選択すると、いかなる性能をも犠牲にすることなく燃料電池スタックは、より
少ない数の電池で構成でき、あるいは、通常の数の電池を有する燃料電池スタックは、よ
り高い効率及びより低い燃料消費で通常性能における運転が可能となる。
【０００９】
　本発明に従うと、プロトン交換膜型燃料電池発電装置は、４０％と７０％の間の断熱効
率Ｅと、１．０７気圧と１．８５気圧の間のシステム圧力Ｐとを有するプロセス空気ポン
プを用い、システム圧力Ｐは、０．４０と０．５０の間のポンプ効率では、１．１０と１
．５０気圧の間、また０．５０と０．７０の間のポンプ効率では、１．２０と１．７０気
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圧の間が好ましい。
【００１０】
　本発明の他の目的、特徴および利点は、添付の図面に示されるように、以下の例示的な
実施例の詳細な説明に照らしてより一層明らかになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　図２を参照すると、燃料電池発電装置１０は、複数の個々の燃料電池を連続的な関係に
積み重ねた電池スタックアッセンブリ１２を含むが、図１では、一つの電池しか図示され
ていない。燃料電池は、アノード電極１４と、カソード電極１６と、これらの電極の間に
配置された高分子電解質膜１８とを含む。よく知られているように各々の電極は、触媒と
、多孔質支持板と、反応物流れ区域とから構成される。カソード１６に隣接する水輸送板
１９（または冷却剤板）は、冷却剤ポンプ２０と、冷却剤圧力制御弁２１と、熱交換器２
２とを含む冷却剤制御ループに接続される。図示されていないが、米国特許第５，５０３
，９４４号に開示されているように、熱交換バイパスおよび他の水管理装置が存在しても
よい。ポンプ２０および弁２１は、水輸送板１９を通り、熱交換器２２を通る（またはそ
の周りの）流れの圧力と体積を共に制御する。空気が送風機２６によってカソード酸化剤
流れ区域入口マニホールド２７に供給され、使い果たされた空気は、出口マニホールド２
８および酸化剤圧力制御弁２８ａを通り排気口２９へと流れ区域を出る。加圧された水素
または水素に富む気体の供給源３２からの燃料は、燃料圧力調整器３４、燃料入口マニホ
ールド３５、アノード１４の燃料流れ区域、および燃料出口マニホールド３６を通って流
量制御弁３７へと流れる。弁３７は、開の時、燃料流れ区域を周囲３９（または使用可能
な任意の排気処理装置）へと放出する。燃料流れ区域排出物は、一般に送風機４１を含む
再循環ループを通過できる。燃料再循環送風機は、通例燃料入口の流量よりも大きな流量
を有し、アノード流れ区域に亘って相対的に均一な水素の組成を保つ。
【００１２】
　電力線４２内の電流は、燃料電池発電装置の負荷４３へと供給される。所望の場合は、
制御装置４６が、水素圧力調整弁３４および酸化剤圧力調整弁２８ａの設定を調節し、反
応物質の流れ区域への適切な流れを確保することができる。制御装置４６はまた、水素排
気流れ弁３７をも制御し、微量の汚染物質を起動時または停止時などにおいて定期的に、
さもなければ従来通りに取り除くことができる。
【００１３】
　一般に図２に示される種類の燃料電池発電装置システムであるが、スタック内のいくつ
かの電池毎の間に分散されたカソード空気再循環板および／または中実冷却剤板を含むこ
とができる燃料電池発電装置システムについて、正味出力が７５ｋＷで、冷却剤出口温度
８５℃において運転され、水素および大気空気を反応物として用いて、全システム効率の
計算がなされた。そのような燃料電池発電装置においてシステム空気入口圧力が１気圧か
ら数気圧に変動され、０．３と０．７の間のいくつかの異なった断熱効率を持つ空気ポン
プ（この場合では圧縮機）を有するものについて計算がなされた。一組の計算においては
、燃料電池発電装置のシステム圧力が変動されるにつれ、電流密度を一定のままにするた
めに燃料電池スタック内の電池の数は、変動した。この組の計算の結果は、図３に示され
ている。別の一組の計算においては、燃料電池スタック内の電池の数は、固定され、ピー
ク電流密度は、システム圧力とともに変動した。この組の計算の結果は、図４に示されて
いる。第一の組の計算から、システム圧力（カソード流れ区域への入口における空気の圧
力）が変動するにあたって一定の電流密度を保つために必要な燃料電池の数が図５に示さ
れている。図５にプロットされた断熱ポンプ効率おいて燃料電池の数が最小であるときの
圧力は、図３において示されるシステム効率の最大値の圧力と同じである。図３および図
５に示される場合（一定の負荷電流）において最大システム効率のための最適システム圧
力は、図６に示されている。最適システム圧力は、断熱圧縮機効率が０．５においては、
ちょうど１．３０気圧上にあり、断熱圧縮機効率が０．７においては、約１．３８気圧上
にあることが見られる。
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【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】ガソリンを燃料に用いたＰＥＭ型燃料電池発電装置および水素を燃料に用いたＰ
ＥＭ型燃料電池発電装置においてシステムの水平衡を得た様々な排気露点におけるシステ
ムの空気利用率のプロットであり、水平衡を得た露点がどんな空気利用率においてもシス
テム圧力でどのように上昇するかを示した図。
【図２】本発明を活用しうる、従来技術として公知の典型的なＰＥＭ型燃料電池発電装置
の簡略化された概略図。
【図３】電流密度を固定し、燃料電池スタックは、異なった数の燃料電池で構成され、圧
縮機（または他のポンプ）がそれぞれ０．４と０．７の間の断熱効率を有する場合の、圧
力の関数としてシステム効率をグラフにした図。
【図４】電流密度が可変であり、圧縮機（または他のポンプ）がそれぞれ０．４と０．７
の間の断熱効率を有し、燃料電池の数が固定された燃料電池スタックにおいてシステム圧
力の関数としてシステム効率をプロットした図。
【図５】圧縮機（または他のポンプ）がそれぞれ０．４と０．７の間の断熱効率を有する
場合において、システム圧力が変動するにつれて与えられた電流密度を維持するための燃
料電池スタック内の電池の数をプロットした図。
【図６】断熱圧縮機効率の関数として最適なシステム圧力をプロットした図。

【図１】 【図２】
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